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おわりに
はじめに
著者は前稿（1）で，1970年代の経済危機下のフランス企業集団の対応を検討
した。1974年の経済危機が始動する時のフランス生産システムにおいて企業
集団が重要な本質を構成している（2）としても，それとの関係で中小企業，と
くに本稿で問題とする小企業が1970年代の「産業再展開」政策の中でいかな
る役割を果したかを位置づけることが本稿の課題である。
⑴経済危機下のフランス産業
経済危機における主要先進国の産業の変容を比較分析することで，フラン
ス産業の独自性を明らかにしたい。その主たる資料は，Ministère de
l’Economie, Statistiques et Etudes Financières, n°44, approches sectorielles de
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la croissance et de la crise dans les cinq économies dominantes: quatre études
de comparaison internationale, 1980である（3）。
1．1973－74年石油ショック（4）
製造業において，石油ショックは各国の特殊性を強化し，種々の部門に困
難をもたらす。恒常価格での付加価値の推移を辿った場合，1970年の水準が
回復するのが1978年になるイギリスとアメリカにおいてその影響が大きい。
しかしながら，他の国では，当該部門はより有利な状況にある。つまり，西
ドイツでは1974－75年の低落は僅かであり，再離陸は急速である。日本では，
その発展は前者よりも加速度的であったとしても，その脈絡は比肩しうる。
以上の事例とは違い，フランスでは依然として上昇過程にあった1974年の後，
1975年の後退は限定的で且つ1975年から1978年までの回復は非常に急速であ
る。従って，フランスは最も有利な進展を見せた国となる。
次に，製造業の中での種々の部門は国ごとにその影響の多様な局面をもっ
ている。アメリカとイギリスでは，設備財部門が1975年に重大な後退を経験
するし，そしてその後退は殆んど補填されずに当該産業のそれまでの困難を
引き延ばすことになる。反対に，フランスでは，この部門は十分に抵抗し，
西ドイツあるいは日本よりも良い状態にある。
1970年代の初めには一般にその発展が相対的に低位である伝統的消費財部
門も，その影響から免れることはない。こうした状況は特に日本の場合に明
らかである。すなわち，そこでは1975年の落ち込みの後，南東アジア諸国と
の競争がより激しくなっている中で，いかなる回帰もないのである。中間財
部門の危機はかなり全般的である。すなわち，1974－75年のリセッションは
当該部門に打撃を与え，そしてその後の回復は部分的でしかない。しかしな
がら，西ドイツは例外であって，当該部門における資本蓄積の効果は特に大
きい。
かくして従前の各部門間の位置が維持され且つ強化されている。従って，
各部門間の成長の違いが残存するのである。
ここで中間財部門における投資率の全般的低下を指摘しなければならない。
それは，製造業全体を低下へ導くのが，この部門であるからである。しかも
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困難は，フランス，西ドイツ及び日本で特に鮮明である。ただし，投資行動
に関してフランスと西ドイツとの間の相反は顕著である。投資率（付加価値
に対する固定資本形成の割合）の低下は，西ドイツでは1971年から非常に鋭
い。つまりそれは1970年には26％であったのが，1974年には20％へと推移す
る。しかしながら，この投資の後退は石油危機とともに特に設備財部門にお
いて中断する。フランスの場合には，これとは反対の事象が見られるのであ
る。つまり，フランスの投資活動は石油ショックによって多くの点で最も影
響を受ける。製造業投資，特に中間財部門への投資は後退する。成長ターム
でダイナミズムを維持していると見られた設備財部門でさえも若干しか投資
しないし，それによってその将来的な可能性を不利な状態に置く。結局のと
ころ，資本蓄積のダイナミズムはエネルギー，農業あるいはインフラストラ
クチャへの投資によってもたらされているのである。
以上のような，石油ショックによる経済活動の変動にも拘らず，1970年代
は一つの統一性をもっている。あらゆる国々で，1960年代の蓄積制度はもは
や機能しない。新しい蓄積制度，産業部門間の新しい均衡の実現への模索が
現われ，そして石油ショックと景気後退は，これらの過程を抑制するどころ
か拡大するのである。
2．危機下の雇用問題（5）
最もラディカルな政策を実施したのはアメリカ合衆国である。そこでの解
雇は1975年に集中的かつ大量に実施される。つまり，労働力人口全体の4％
の解雇が実施され，そのうち製造業では9％，建設業では11％に達したので
ある。だがしかし，この政策による生産性の回復に関しては，危機によって
重大な影響を受けたいかなる部門も1973年の生産性水準に1977年には達して
いない。
他方，雇用の収縮がより低位（1975年には2％減）であり，かつ過去には
より広大であったフランスでは，生産性は短期の停滞の後，高い上昇傾向
（1973年から1977年までの間に15％の上昇）を実現しているのである。同じ
く，以前から最も柔軟な政策を採用していた日本では，生産性は1976年以来，
特に工業において強力な上昇水準を回復するのである。
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しかしながら，このような雇用調整のあり方と生産性との間の有機的関係
について以下の点が重要であることを指摘しておきたい。
第一に，グローバルな水準で見た場合，雇用の急速な調整と生産性との間
には機械的連関はないということである。換言すれば，大量解雇は，その後
に起る結果が別の面で修正されない場合，コストの改善や生産性の十分な引
上げを自動的に保証するものではない。
第二に，生産性増大の維持の主要原動力は需要拡大の継続あるいは刺激で
あるということである。
第三に，産業部門の水準から見た場合，急速な調整政策は，十分に限定的
活動部門に限られるという条件で，企業活動の状態を浄化することに寄与し
うるのである。その良い事例は，西ドイツの建設業の景気回復様式によって
与えられうる。つまり，移民労働者に対する雇用更新の拒否政策は，以前の
生産性水準と若干の上昇傾向を回復することを可能にしたのである。だが，
需要は恒常的に1973年水準以下にとどまっていた。こうした事実から，ミク
ロ経済とマクロ経済のメカニズムの間には対立さえあると言える。従って，
部門政策しか採用しない傾向は，生産と流通の国際化という時代の枠組みに
おいては，非常に難しい問題を提起し，そして国民経済の全体的リセッショ
ンのメカニズムを生み出す可能性がある。
最後に，雇用の急速な調整による短期的生産性創出は，中期的発展には何
も変容をもたらすことはないように思われる。かくして，アメリカ合衆国や
イギリスの場合は，停滞的なままに生産性は推移し，1973年の水準が回復す
るのは1977年になってからである。他方で，西ドイツ，フランス及び日本の
場合は，前者とは非常に対立した短期的措置を適用した国であるが，その生
産性は，アメリカおよびイギリスよりも大いに急速に上昇し，産業部門全体
における1973年の水準を1977年以来大きく超えたのである。
⑵フランス小企業のダイナミズム
1970年代の経済不況下においても，フランス産業は主要先進国の中では相
対的に有利な立場にあったと言えよう。次にここでは，こうした有利な立場
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表1 事業所規模別雇用労働人員
事業所規模 1968年 1973年 1980年
1小規模事業所 3，294 3，460 4，015
（その内）1人－9人の労働者数
10人－19人の労働者数
2，232
1，062
2，302
1，158
2，756
1，259
2中規模事業所 4，274 4，986 5，136
（その内）20人－49人の労働者数
40人－99人の労働者数
100人－199人の労働者数
1，710
1，295
1，269
2，013
1，513
1，460
2，210
1，483
1，443
3大規模事業所 3，848 4，711 4，154
（その内）200人－499人の労働者数
500人以上の労働者数
1，553
2，295
1，868
2，843
1，727
2，427
合計 11，416 13，157 13，305
〔典拠〕UNEDIC の1968年，1973年，1980年の年次統計。 単位：1000人
をもたらした重要な要因として，小企業のダイナミズムをとり挙げる。
①事業所別の雇用人員分布状況
事業所の雇用労働者数に関する統計資料としては，フランス商工業雇用連
盟（Union nationale pour l’emploi dans l’industrie et le commerce=UNEDIC）
の年次統計が利用される（6）。
上記の表に依れば，1970年代経済危機に先行する強成長期の間，労働者数
は1年当たり30万人から40万人だけ増大しているし，その増大の圧倒的部分
は大企業に雇用されている労働者数の増大に依っている。しかし，経済危機
下になると様相は異なる。1974年から1980年の間，労働者総数は，ほぼ安定
的に推移しているが，この全体的安定は，小規模事業所における約55万人の
増大と，それをほぼ相殺する大規模事業所における約55万人の減少を伴って
いるのである。
この裏返しの現象を大規模事業所主導の単純な産業構造的結果あるいは産
業雇用の拡大・後退に特有なものとみなしうるであろうか。かかる従来の産
業論的見方には，部分的には妥当性があるとしても，小規模生産単位の成長
と大規模生産単位の後退が全産業部門において普遍的になっていることを留
意しなければならないであろう。50万人の振り子運動は，その社会的影響が
免れない非常に重大な変化であるからである。
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（典拠）M. Didier, Crise et concentration du secteur productif, Economist Statistique, n°144, mai 1982,
p. 7.
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グラフ2 手工業的企業の創設と廃止
（典拠）手工業会議所（chambres des métiers）の統計。cité par Ibid., p. 8.
②企業創設の動向
事業所レヴェルで析出された変容は，企業レヴェルでの構造的特質におい
て如何に現われるかを検討することは有益であろう。
グラフ1（7）に依り，企業総数の変化が主として最も小規模な企業に関係し
ていると仮定した場合，1967年から1973年にかけての急速かつ強力な企業消
失の後，1973年以降，企業創出の回復が見られることになる。この新しい傾
向は，グラフ2（8）で，確認される。
すなわち，一般的に雇用労働者数10人以内で生産，加工，修理あるいはサー
ヴィスの提供を業務内容とする手工業的企業（entreprises artisanales）の動
向は，当該時期の小規模企業の新機軸を予測させる。グラフ2から明らかな
ことは次の点である。一方で，危機の時期の当初以来，企業の創設と廃止の
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表2 製造業の労働人員の変動 単位：1000人
事業所
1967年初めから
1973年終わりまで
1974年初めから
1980年終わりまで
小規模（1～19人） －104 ＋37
中規模（20～199人） ＋154 －156
大規模（200人以上） ＋585 －495
（典拠）Didier; op. cit., p. 9.
同時的拡大，つまり手工業的部門のより大きな可動性を示す運動が看取され
るということである。他方で，企業の廃止の数よりも著しく多い企業創設の
数が見られ，その差は統計上の誤差では説明不可能な程に大きく，要するに
1970年代半ば以降，企業創設の明白な回復が現われていることは確かである。
③工業における小生産単位のダイナミズム
では，経済危機下において小企業とりわけ職人的技術基盤をもつ手工業的
企業の創設の象徴的傾向をどのように評価すべきであろうか。これを単に政
府の失業対策の結果であると断定することなく，また工業部門の後退と第三
次産業の拡大という産業部門間の変性とは別個の小生産単位のための労働人
員の再配分と把えることは出来ないだろうか。次の表2（9）がひとつの示唆を
与えている。
この表に依れば，1974年以来，製造業の大規模事業所には約50万人の雇用
の減少が現われており，更に先述のフランス商工業雇用連盟の統計に依れば，
平行して200人以上の労働人員の事業所数は700だけ減少し，その内で労働人
員500人以上の事業所数の減少は約100に達しているのである。反対に，同時
期に小規模事業所の雇用の安定が，もはや事業所数の減少もなく，看取され
るのである。ここに工業的小規模事業所が大規模事業所よりも経済危機に十
分に抵抗したという事実が反映している，と言えるであろう。
以上の事業所レヴェルの特徴的傾向は企業レヴェルにはどのように反映さ
れることになるであろうか。この点についてはフランス産業省の年次調査
（l’enquête annuelle du ministère de l’Industrie）（10）が利用できる。1974年末
と1980年末の実績比較から次の2点が確認されている。
その一つは，工業における労働人員の減少は完全に大企業に帰されている
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ということである。すなわち，その減少は企業規模が大きい程それだけ大き
いのである。労働人員50人から200人の企業ではマイナス3％，同じく200人
から500人の企業ではマイナス5％，そして500人以上の企業ではマイナス
12％という具合である。しかしながら，大企業（労働人員500人以上）の平
均規模は低下せず，2，119人から2，177人へと僅かながら拡大さえ示している
ことに留意しなければならない。この事実から，推測されうることは，大企
業の中でもより規模の大きい企業で労働人員の減少は大きく，相対的に規模
の小さい企業で労働人員の減少は比較的低位である，ということである。
もうひとつは，当該時期に産業企業数は増加しているということである。
すなわち，労働人員10人から50人規模の企業の数は16％増加しているのに対
して，同じく500人以上の約200の企業が消失し，その関連する労働人員の一
定数は労働人員500人以下の企業に吸収され，他の人員は完全に社会的に排
除されている。
さらに，こうした傾向がある特定の産業部門に限定されたものかどうかを
検証することは有益なものであろう。先のフランス商工業連盟の調査による
「1975年から1980年までの産業部門ごとの労働人員の変動」（11）は，この点に
ついて明快に結論を下している。すなわち，農業・農産物加工業，中間財工
業，消費財工業の伝統的産業分類によって区分した場合，主要産業部門にお
いて，経済危機によりよく抵抗しえたのは，大規模事業所（労働人員200人
以上）というよりは小規模事業所（同じく1～19人）であったということで
ある。それ故に，雇用構造の変形は正に全般的現象であって，ある特定の産
業部門に起因するものではないということになる。
そこで重要な問題として，以上のような全般的傾向がどのような要因に
よって引き起こされたのか，そしてこの現象を1970年代全体構造の中に如何
に位置づけ解釈したら適切なのかがある。若干の議論にコメントを加えるこ
とで論点を明らかにしていこう。
まず技術革新論的視点で，J. C. Dutailly は次のように述べる「変革と革新
の新しい波が1970年代に口火を切った。それは衰退産業部門（石炭業）に新
しい活力を与えるとしても，この新しい波は，最も旧来の産業部門にとって
代わるかあるいはこの旧来の産業部門に徹底的改革を強いることで，最も頻
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繁に新産業部門の発展を誘発する。」（12）このシェーマに依れば，旧来産業の
発展の停滞化とテクノロジーが大規模を必要としない領域の革新のリズムの
同時存在が指摘されるところである。
次に景気変動への適応力の視点で，O. Marchand と J. P. Revoil の論点（13）
を整理すれば次のようになる。1970年代の2つの経済リセッションはフラン
ス経済に打撃を与えた。そして，そのリセッションは，それまで規則的な経
済成長によって隠されてきたのであるが，より不安定な経済環境に対する迅
速な適応力の必要を顕在化させた。従って，小規模生産単位がより大きな反
応力，適応力を有しているとすれば，その企業主は，雇用条件の厳格性がよ
り重大な不均衡にさらしている大規模事業所の利益を害して，分社化あるい
は下請化の経営実践を利用できたことになる。かくして生産部門の分散化は
不確定な将来に対するより大きな可塑性の探求を示しているとも判断できる
のであろう。
他方で，政府の経済政策の一環としての小企業の創設増大・雇用拡大策が
採られたとして，そこにおける小企業の自立的活動の役割を重要視しない見
解がある。すなわち，それに依れば1970年代後半の不況下において，失業対
策の一環として展開された地域政策・中小企業対策，例えば税制上の優遇措
置，直接的金融支援，優遇貸付，経営支援などの政策が雇用吸収などに一定
の効果を有していたことは評価されうる。しかし，それが小企業の自主的活
動に与えた影響については明らかにされていない（14）。ところが，施行された
規制措置が小企業のダイナミズムに寄与出来たことだけは確かであろう。フ
ランス経営者全国評議会（Conseil national du patronat français 以下 CNPF
と略す）自身，1979年12月18日の総会（15）において，次のように経済政策を位
置づけている。「公権力は，これまで目的としていたのは，ハイテクノロジー
の分野において，あるいは外国によって独占化されている生産に対して，フ
ランスの生産装置の空白部分あるいは重大な不足部分を埋めることであった。
……しかし，経済政策は，特に中小企業が国際競争力の水準に達するあらゆ
る機会を与えなければならない。その方策は下請けへの適切な依存や大企業
集団との密な協力関係の構築によってである。」かくして，フランス産業界
は，政府の経済政策および産業政策に対して原則として中小企業に努力を集
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中すべきことを指摘したのである。従って，フランス産業界が中小企業に対
して期待した役割は，単に雇用吸収という消極的側面というよりも，新しい
型の成長（une croissance d’un type nouveau）への戦略的側面にあったと言
えるであろう。
⑶新しい産業発展のための中小企業――ロレアル（L’Oréal）
の会長Ｆ．ダルの提言――
フランス経済に新しい型の発展を求める見解は，Cahiers Français の1979
年7‐9月号（16）において，ロレアル（l’Oréal）の会長フランソワ・ダル
（François Dalle）によって極めて示唆的に発表されているので，それを改
めて検討することは「再展開」政策下の小企業を正確に位置づける上で有意
義なことであろう。
Ｆ．ダルは，当時，企業集団ロレアルの会長職にあり，一方で企業研究所
（l’Institut de l’Entreprise）の副所長としてフランスの「再展開」政策の条
件に関する研究を主導していたのである。この研究に積極的に協力参加して
いたのは，次のような当時のフランス経済界の主要人物であった。M. Causse
(directeur scientifique de Saint-Gobain-Pont-à-Mousson), Jean Chenevier
(président de l’Institut de l’Entreprise), Jacques Douce (président d’Eurocum),
Yvon Gattaz (président de l’Ethic), Jacques Machizaud (président de Roussel-
Uclaf), Yves Malecot (président de la Chambre syndicale des banques
populaires), Michel Walhuin (président de Thomson-Brandt)。
では，Ｆ．ダルが発表した「新しい産業発展の諸条件」（Les conditions d’un
nouveau développement industriel）とは何が主要な点かを追ってみよう。
まず問題関心は，「再展開」政策の目標に関してというよりもむしろ，そ
の手段にある。何故ならば，目標自体の考察は国家，産業部門，企業自身の
レヴェルで責任を負うべきとされる。国家，産業，企業は雇用の危機や社会
的・政治的不安定化に対する短期的・緊急的解決策の探求に制限されている
状況にある。その短期的な視点と長期的視点での矛盾を克服する方法は，「再
展開」政策の概念自体および含意する諸変革に対して，フランス産業システ
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ムが稼働させることを可能にする構造的・文化的・技術的次元の条件の研究
にある，という問題認識のもとに，その条件の具体的提案が展開されるので
ある。以下がその要点となる。
1．新しい企業家の創出
新しい産業発展の最初の条件は企業家，企業の創設者・リーダーである。
ここでの企業家とは，企業の企画を託され十分な結果を導くことに専心する
人物，経済的・社会的・技術的・財務的・法的などの次元全体の責任を引き
受けることの能力を有する人物である。それは，市場選択，企業構造と方法・
投資及び収益性に関する決定，換言すれば将来の不確定要素を自立的に引き
受けることの出来る人物と規定される。
しかし，問題なのはフランスにはこの型の企業家の不足状況があるという。
これには1960年代フランスの産業発展の諸特質が関わっている。この発展は
拡大と成長と同一視されてきたし，独創的企画をもった新しい産業細胞の創
設や増殖によってよりもむしろ既存の細胞の肥大化によって生み出されたし，
つまり大企業の飛躍によって特徴づけられる。
以上の状況を生起させた若干の条件があるという。例えば「アメリカ・モ
デル」がフランスのジャコバン的伝統（tradition jacobine）に対して及ぼし
た魅惑，工業製品に対する国内需要の飛躍的拡大，大量生産にもたらされた
好機，そしてこの好機が規模の経済に与えた誘因。これらのすべての条件が
産業構造の集中化と巨大化に符合したのである。要するに，フランスの戦後
開放期からエネルギー危機までの産業発展において，大企業の役割は決定的
である。しかし，この経済発展の社会文化的な含意は余り見えてこない，と
いうのである。
このような認識に立って，Ｆ．ダルはどのような企業あるいは企業家を新
しい産業発展の条件に位置づけているのであろうか。
2．ジェネラリストの養成
「構造の巨大集団化」massification des structures は，投資決定あるいは
業務決定の複雑さの拡大に直接または間接的に導いた。これらの意思決定は
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益々多数で多様なスペシャリストへの依存を必要としてきた。その専門分野
の主要なものとして，マーケッティング，マーチャンダイジング，交渉，販
売，金融，生産，保管，新規事業，生産管理，一般経理，産業経理，人事管
理，組合交渉などがある。これらのスペシャリストの各々は企業問題すべて
をその専門の視点と言葉によって観察する傾向があり，これらの問題を全体
として理解するためには拡大する困難に直面している。従って，フランスの
最近の産業発展は，分析機能あるいはスペシャリストの利益のために，総合
あるいはジェネラリストの機能を減退させる傾向を有していた。
ここで明らかのように，この経済危機下にあっては，総合あるいはジェネ
ラリストの機能を重要視した企業あるいは企業家をＦ．ダルは求めていたこ
とになる。では，かかる企業家を増加していくための周辺環境の整備は如何
に考えられていたのであろうか。
3．巨大化構造の解消
Ｆ．ダルは，次の3点で大企業の責任を問う。その一つは，大企業がその
下請業者の中に業務と生き残りの困難を惹起するという視点で，その硬直性
を上流の方に導くためにその影響力を利用する傾向は無かったのか，という
点である。その二つ目は，大企業とその納入業者の間の関係が産業関係の真
の倫理から生じた場合でさえ，そこから小企業界における創造能力の一定の
衰退が結果したと認められないのか，という点である。その三つ目は，フラ
ンスが経験した急速かつ持続的成長の環境の中で，フランスの有力な産業エ
リート層，若い技術者，若い大学人は小企業に対して目をそらす傾向があっ
たし，それは彼らが大企業に重大な関心をもっているためであり，経済進歩
のイメージが小企業よりもむしろ大企業に結びつけられていたという単純な
理由からであった，と断言されるのである。
この「大企業責任論」に基づき，産業発展の新様式を構築することが重要
であるとされる。まず，フランス企業の組織原理を大企業あるいは小企業と
問わず再検証した場合，実際に，大企業は，既に経済の急速かつ持続的成長
において感得されていたように，今日，堪え難い硬直性を内在させている。
この硬直性とは，経済的激変と益々相容れなくなりつつある技術的硬直性お
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よびフランスの企業構造を益々制御困難にしつつある社会的硬直性であり，
従って，処置すべきことは，構造の巨大化の解消と大企業の意思決定の分散
化である，と F．ダルは断言し，その具体的方策の一つとして次のことを提
示するのである。将来，あるべき大企業を小規模単位の連合（confédération
de petites unités）として理解する必要があるとされ，しかも，その小規模
単位自身がより自立的・弾力的・適応的な低位の規模の細胞の連合で構成さ
れる形態なのである。これによって，中小企業が巨大化への上昇逃避するこ
とが必ずしも必要なく，より高収益的・効果的となることを可能にする手段
にフランス人が関心を有するようになる，と。
しかも，Ｆ．ダルに依れば，小企業と同様に大企業のこれらの変革は，既
に萌芽的には一定数の実現の過程にある，という。
では，萌芽的な状態にある，この変革を社会的に根付かせるための方策は
あるのだろうか。
4．成功事例の伝染の促進
Ｆ．ダルは，今なお珍しい事例として見られている変革の成功事例の創始
者が如何なる機会・能力・資本を有していたのかを分析することは勿論のこ
と，成功の伝染の課題に固有な役割を果しうるのはテクノロジーである，と
明言するのである。では，テクノロジーが如何にしてこの役割を果すという
のであろうか。それが次の小規模テクノロジー（technologie du petit）とい
う概念の提示ということになる。
5．小規模テクノロジーの推進
新型テクノロジーとは，マイクロ・プロセッサー革命と呼ばれうるものか
ら生じたのであるが，それは大企業の分散化した細胞が関わるにしろ，自立
的小企業が関わるにしろ，小規模産業構造の効率性拡大を可能にする，とさ
れる。
その具体的な手段としては，マイクロ・コンピューターの普及拡大傾向と
生産のマイクロ・自動運動（micro-automatismes）の登場は，オートメイショ
ンが大規模産業集中の属性ではなく，より多くの企業に接近しうるものにな
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る，と展望される。
その場合，フランスの対外的イニシャチーヴの展開と地域経済の価値維持
が必要であり，フランスの「産業再展開」がフランス産業構造の分散化を経
る限りにおいて国家の装置＝政策が模範とならなければならないとし，誘導
者（indicateur）としての国家の役割が位置づけられる。そして，誘導者と
する国家の政策としての「産業再展開」は，産業の競争力を保証するために
は必要であるが，雇用の危機を短期的には解決しないであろうという認識の
もとに，最後にフランスの伝統的部門の再評価が展開される。
6．伝統的職業部門（métiers traditionnels）の再評価
フランス産業の生産力を構成するものとしての第三次産業部門の生産力的
ポテンシャルの利用拡大なくしては，フランス産業の国際競争力の保持と今
後の雇用改善が図られないとして，伝統的産業部門の社会的地位向上が改め
て主張される。それには，公的な立場からの見解はこれまで先端産業部門に
対する極端な重視があったことの反省があり，特に1970年代の経済危機下に
おける短期的な経済発展と輸出拡大・雇用拡大の最大の可能性が内在するの
は，伝統的職業部門においてであることを F．ダルは断言しているのである。
以上のように，企業集団をはじめとする大企業の代表が，新しい産業発展
の推進企業として小企業を位置づけ，巨大集中化した産業構造の解体を含め
た環境整備の重要性を強調する。これは，中小企業の役割の見直しを失業対
策上の措置として決めつけてしまうのではなく，中小企業の内在的能力を認
めるべきことを示唆しているのではないだろうか。なぜならば，大企業経営
者自身が自らの構造改革と併せて，マイクロテクノロジーと結合した中小企
業の役割を単なる雇用吸収力の場としてではなく，革新の構造主体として看
取しているからである。
⑷フランス経営者全国評議会（CNPF）による新しい型の成長
の提案
既に本稿でも指摘した1979年12月18日の CNPF の総会について詳論する。
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それは，2つの報告を承認したが，その一つが CNPF の経済総合政策委員
会の委員長アラン・シュヴァリエ（Alain Chevalier）による経済報告（17）であ
る。同報告は，世界経済が第2次オイルショックに見舞われた中で提出され
たのであるが，ここで新しい型の成長（une croissance d’un type nouveau）
が提案されており，その内容の展開において中小企業が如何にとらえている
か検討する。
まず現下の経済状況下で必要なのは，適切な政策によって，貿易収支に関
してフランの価値に危機をもたらす様な輸入増大を抑制し，輸出を拡大し続
けることであるとし，それ故に今フランスは新しい型の成長を探求しなけれ
ばならない，という。そのために CNPF は2つの優先行動基軸を提唱する。
つまり，その一つは，フランスの国際的地位を強化することであるが，そこ
に特にフランスの対外輸出における中小企業の地位を強化することが挙げら
れている。そのためにも，フランス経済の「再展開」が主要産業部門に支え
られていたとしても，他の部門を犠牲にしてはならない。そして，すべての
産業部門において企業の競争力の鍵となる研究開発政策が必須なのである。
言い換えれば，特定の将来性のある産業部門だけを重点化した産業政策では
なく，マクロ経済的視点で環境整備するための産業政策が求められたと言え
るであろう。
従って，フランスの経済成長を加速化させるために，むしろ新しい発展の
推進力として農産物加工業（agro-industrie）の奨励と建設業及び公共事業
の活動の拡大が指摘されているが，前者は，その上流に位置する設備財産業
や加工財産業に対して，そして下流に位置する保存生産物工業や輸送・サー
ビス部門への波及効果が大きいこと，後者は小企業に対する活性化の役割を
果しうる工業労働力の吸収産業であることが理由となっている。
さらに，この新しい型の成長を実現するためには，フランス企業の競争力
改善が永続的専心事であることが必要であるが，それには国家が関係産業団
体および企業との協力のもとに，より一貫した不可逆的経済政策とともに，
非差別的経済政策，選別的企業家精神と結びついた部門別保護政策というこ
れまでの産業政策との決別を推進することを求めたのである。ハイテクノロ
ジーの領域や対外競争力強化のための独占化を主眼にした，これまでの産業
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政策等が伝統的部門における競争に損害をもたらしてきたという認識のもと
に，産業政策がすべての関係当事者との協力のもとに構想されなければなら
ないと提唱される。その具体的方針として，中小企業が大企業の支配に対す
る従属関係ではなく，下請契約への適切な依存や企業集団と密接な協力関係
のもとで，国際的競争の水準に達するあらゆる機会を保障することと，それ
に関連して設備投資における銀行と企業との関係強化策を講じることが特に
重視されるべきと宣言されたのである。
以上のごとく，競争政策の維持を根幹とする新型の成長においても，むし
ろ自由主義のロジック自体において小企業の保護の領域に国家の果しうる，
そして果さなければならない役割が強調されていることになる。そして，ヨー
ロッパ経済共同体（Communauté économique européenne）は，実際上，す
べての企業に効果的な共通規則を課していない現状を認識して，CNPF は，
科学と技術の革新に基づいたフランス産業への転換のためには，同共同体内
で法制度及び規制の統一化への整備が必要である。その措置こそが更なる自
由化に進展するであろう同共同体内でフランス企業が自由に活動しうる条件
であると CNPF は主張する。
さて，CNPF の総会は，Ａ．シュヴァリエの報告を種々の議論の上で承認
したのである。なお，総会としての結論（18）はまず石油価格の高騰と通貨の不
安定による世界経済の危機に，フランスの大小の企業経営者すべてが対処し
ようと決心し，国内外に存在する成長の可能性を十分に引き出す考えである
ことが確認されたとなっている。次に，その成長を促進する4つの重要事項
を総会は明らかにした。すなわち，第1に最優先されるべきは企業の競争力
保持であり，第2に，企業の競争力は企業内の統一性と密に関連しているの
であるから，企業内の社会政策と経済政策を融合させてより自由で責任ある
人材を育成することがある。更に第3に，研究・技術革新が今後，すべての
産業と企業にとって始源的必要となるが故に，新技術の浸透による変革状況
の把握が肝要である。そして，第4に，エネルギー経済と新エネルギーの開
発は至上命題である。この総括は，CNPF の会長Ｆ．シラク（François
Ceyrac）によって行われたものである。ここにおいては，Ａ．シュヴァリエ
の経済報告にあるような，「新しい型の成長」とかその推進部門及び中小企
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業の明確な位置づけはない。しかし，Ｆ．シラクは「総会はフランスのあら
ゆる産業部門に属し，あらゆる地域の大企業，中企業そして小企業の専心事
と期待を表明した」と言い，他方で「総会は，国家が企業の良好な運営に不
可避な公役務（services publics）の混乱に対してその責任を十分に引き受け
ることを要望し，かつ市場，投資および雇用に関する政府の社会経済政策の
積極宣言の意図と実際の意思決定のズレの改善を主張する」とも述べ，産業
の「自由化」と競争政策を原則とした中で企業の財務体質の健全化を阻害す
るような政府の行動の是正を求め，シュヴァリエ報告を経営者団体の総会の
結論に含意させたのである。
おわりに
さて，以上のように1970年代フランス経済危機下の小規模企業の実態をそ
の政策的展開＝「再展開」政策の中で検討してきた。そこで確認された若干
の事実を指摘して小論を終えることにしたい。
1970年代の経済危機下において，中小企業とくに小企業の具体的実態と展
開をみた場合，小企業の役割は積極的に評価し直す必要があろう。1960年代
から1970年代の初めの高度経済成長を主導してきた大企業，企業集団がこの
危機に対応しようとしない領域に活動を展開し新しい産業社会の形成に推進
主体となりうるのが小企業であったからである。しかも，この特徴を国際比
較の視点から見た場合，当該時期のフランス的特質として小企業の役割を位
置づけることが出来るであろう。
1960年代フランスは，歴史上未曽有の高度成長を実現し，国際的にも西欧
先進国の中で最大の成長率を達成したが，そこでは支配的政策思想としての
「産業の至上命令」l’impératif industriel（19）のもとで産業集中化を推進したの
は，国家と大企業及び企業集団であった。しかし，1970年代の後半期になれ
ば，かかる諸要素のそれぞれは重要視されない。フランスの生産システムに
おいて主導的に稼働しているのは，新しい諸力である。小規模単位の事業所
あるいは企業のダイナミズムの拡大とより大規模単位のそれの後退による雇
用の再配分は，先行時期のフランス産業の集中化の強化を相殺し長期傾向の
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水準に抑制したのである。しかし，それだけではない。当該時期の両者の対
称的な行動にみられる構造的変形は，急速な運動であり，その原因は持続的
であるように見える。従って，この状況が確たるものとなれば，次第に現出
することになるのは，労働の編成と生産部門の管理における新しい形態と規
定されるであろう。
こうした現状認識と将来展望を見い出した一人が，企業集団 L’Oréal の会
長Ｆ．ダルであったし，経済危機下での大企業の内的矛盾の明確規定と新し
い産業発展の推進主体としての中小企業の位置づけは象徴的である。この経
済界の主張は例外的なものではなく，同趣旨の見解が経営者団体 CNPF 総
会でのＡ．シュヴァリエの経済報告にも現われる。つまり「産業の至上命令」
型の部門別産業政策ではなく，マクロ経済政策をベースにした産業自由化・
競争政策の環境整備のもとでの中小企業の役割重視に関する同報告は総会で
了承されている。更に，同総会での CNPF 会長Ｆ．シラクの総括も同じ論調
であったことは言うまでもないのである。（20）
（注）
⑴拙稿「1970年代『再展開』政策下のフランス企業集団」『佐賀大学経済論集』第43巻4
号，平成22年11月。
⑵Colloque ADEFI, les 20 et 21, Les restaurations industrielles en France, Paris, 1980, pp.20-
21.
⑶Ministère de l’Economie, Statistiques et Etudes Financières, n°44, approaches sectorielles
de la croissance et de la crise dans les cinq économies dominantes: quatre études de
comparaison internationale, 1980. なお同資料の前文の一節は次のように示唆的である。
「経済危機が始動し深化する時期に関するすべての観察は共通の診断に集中している。
各国において，息切れの内的諸要因が現われてきて，そして特にアメリカ合衆国が経験
した前時期の諸困難とともに蓄積されていった。これらの経済危機の諸要因は，各国経
済に固有な形態を与えているが，同じ全体論理の性質，すなわち1960年代の成長制度の
構造的問題の同じ性質を帯びている」Ibid., p. 5.
⑷Ibid., pp.52-54 “Le choc de 1973-1974” の項を参考にしている。
⑸ここでは，Ibid., pp.55-61の“Politiques de la crise: aspects sectoriels”と“Quels nouveaux
secteurs moteurs?”を参考にしている。
⑹Union nationale pour l’emploi dans l’industrie et le commerce（以下 UNEDIC と略す），
Statistique annuelle de l’UNEDIC, 1968, 1973, 1980.
佐賀大学経済論集 第45巻第6号
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⑺M. Didier, Crise et concentration du secteur productif, Economist Statistique, n°144, mai
1982, p. 7. なお，著者のミッシェル・ディディエは当時，経済財務次官の職にあった。
⑻Ibid., p. 8.
⑼Ibid., p. 9.
⑽L’enquête annuelle du ministère de l’Industrie. なお同年次調査には農産物加工業が含
まれていないとか，10人以下の雇用労働者数の企業が調査対象にはないとか欠陥がある
ものの，先の UNEDIC の統計を比較検討することでより客観的データが得られる。
⑾UNEDIC, Variation des effectifs par secteur dans l’industrie de 1975 à 1980, cité par
Didier, op. cit., p. 9.
⑿J. C. Dutailly, La crise du système productif, Economie et statistique, n°138, novembre
1981.
⒀O. Marchand et J. P. Revoil, Emploi et chômage: bilan fin 1980, Economie et statistique, n°
130, février 1980.
⒁Didier, op. cit., p.12. なお日本では，この時期の「再展開」政策において中小企業政策
が重視されたのは，主として中小企業の雇用吸収力に期待してのことであり，その役割
には限界があった，と産業政策論の立場から中小企業自体のもつ革新力は否定され，消
極的評価しか与えられていない。長部重康編『現代フランス経済論』有斐閣，昭和58年，
第5章「産業と企業」。
⒂Conseil national du patronat français, L’Assemblée générale du CNPF, 18 décembre 1979,
Patronat, n°409, janvier 1980.
⒃F. Dalle, Les conditions d’un nouveau développement industriel, Cahiers Français, n°192,
juillet-septembre 1979.
⒄CNPF, Le rapport de Alain Chevalier, Président de la Commission de politique
économique générale, Patronat, n°409, janvier 1980.
⒅Ibid., Les conclusions de Françoiis Ceyrac, Président du CNPF.
⒆L. Stolern, L’impératif Industriel, Paris, 1969.
⒇1970年代後半フランスにおける経済政策の基調の転換については，権上康男「1970年代
フランスの大転換――コーポラティズム型社会から市場社会へ――」『日仏歴史学会会
報』第27号，昭和24年6月を参照されたい。
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